
 消費税を下げるべきか、国民に一律給付をすべきかを生成 AI に聞く 

 

質問 １ 

先の参議院選挙で、消費税を下げるべきか（A）、国民に一律給付をすべきか（B）、野

党と与党で見解が違っていました。この A と B で、その手続き（実行を含む）の費用

は、どのくらい違うのでしょうか（その仕事は主に公務員がするにしろ、それを時給で

費用に換算して）。 また今 AI の技術が向上しているので、それをある程度 AI にやら

せれば費用は節約できると思いますが。そのような経済的な検討はなされているので

しょうか？  

ChatGPT:の回答 

非常に鋭いご質問です。「消費税引き下げ（A）」と「国民一律給付（B）」は、いずれも

国民生活に直接影響を与える政策ですが、その事務手続きのコストにはかなりの違

いがあります。以下、**①制度実行時の手続きコスト（主に公務員の作業コスト）**

と、②AI による効率化の可能性、及びその導入状況について解説します。 

 

 ① 消費税引き下げ（A）と国民一律給付（B）の手続

きコストの違い 

比較項目 消費税引き下げ（A） 国民一律給付（B） 

実施主体 
税務署、国税庁、財務省、地方

自治体（間接税管理） 

内閣府、デジタル庁、地方自治体

（住民情報管理） 

必要な手続き 

・税率改正 

・POS システム変更 

・企業への通知と会計調整 

・給付対象者の確定 

・口座情報確認 

・給付送金処理 

一回あたりの

作業時間（職

員換算） 

継続的な調整業務が生じるが、

給付よりは少ない 

短期集中だが、一時的に大量の事

務負荷 

費用換算（人

件費） 

税率引き下げ時の対応費は数百

億円規模（例：8%→5%のときは約

300〜500 億円とも） 

2020 年の 10 万円給付では事務費

が約 1500 億円（うち公務員人件費

相当は約 300〜400 億円） 



     結論：国民一律給付（B）の方が初期コスト・事務負担は大きい 

特に「口座確認」「本人確認」「手続きミス対応」など、属人的・労働集約的な作業が多

いです。 

 

 ② AI 活用による効率化と現状の課題 

   AI・DX 活用の可能性 

AI やデジタル技術を使えば、以下の点で費用削減が可能とされています。 

活用場面 内容 効果 

住民情報の自動照合 
マイナンバー × 口座情報の突

合 
手動確認業務の削減 

不備対応の自動応答 チャットボット等での Q&A 対応 コールセンター業務縮小 

不正検知 AI による多重給付の検出 チェック業務の高速化 

企業の POS 改修補

助 
税率変更時のデジタル支援 

中小企業支援業務の軽

減 

     実際の導入状況 

• 日本政府はマイナンバー制度の活用とデジタル庁の設立により、このような

効率化を目指していますが、 

• 現状、自治体間のシステムの不統一や、個人情報保護の課題、職員スキル

のバラつきがボトルネックです。 

• 2020 年の「特別定額給付金」では、オンライン申請の不備率が高く、かえって

手間が増えた自治体も多く報告されています。 

 

 総括 



項目 消費税引き下げ（A） 国民一律給付（B） 

初期費用（人件費中

心） 
数百億円程度（継続的） 

一回で 1000 億円前後（集中

型） 

実施の柔軟性 恒久的または長期 
一時的・選挙前などで使われが

ち 

AI による効率化余地 
企業との調整が必要で限定

的 

大きいが、制度側の対応が遅

い 

 

 補足：今後の方向性 

• 政府はマイナンバーと銀行口座の紐づけを進め、「給付をもっとスムーズに」と

いう方向を打ち出しています。 

• 経済学的には、一律給付は迅速な景気刺激に適すが非効率で、消費税減税

は公平性で議論が分かれます。 

• 今後 AI を使うなら、単なるシステム導入だけでなく、政策の設計段階から「省

力化しやすい制度」にしておく必要があります。 

 

ご希望があれば、どちらの政策が「政治的に人気が出やすいか」「長期的に財政にど

のような影響を与えるか」といった分析も可能です。 

質問２  長期的に財政にどのような影響を与えるか、を教えて下さい。 

ChatGPT:の回答 

長期的な財政への影響は、「消費税引き下げ（A）」と「国民一律給付（B）」では性質も

規模もまったく異なります。以下にそれぞれの特徴を財政への影響という視点から比

較・解説します。 

 

 A. 消費税引き下げの財政への長期的影響 

◎【財政インパクト】 



• 消費税 1%あたりの税収：約 2.5 兆円（※2023 年度ベース） 

• たとえば 10% → 8%に引き下げた場合、年 5 兆円の減収 

◎【長期的影響】 

観点 影響 

      財政収

支 

恒久的な歳入減。特に高齢化で社会保障費が増加する中、赤字拡大

のリスク大。 

    信用格

付け 

国債依存度がさらに高まれば、将来的に日本国債の信用低下リス

ク。 

🛍 景気刺激

効果 

中長期では効果は限定的（特に富裕層ほど得をするため、消費全体

への波及が弱いとの指摘も）。 

   税制の

安定性 

消費税は「安定財源」とされており、これを削ると他の不安定な税（法

人税・所得税）への依存が増す。 

     結論：恒久的な減収となり、財政健全化にはマイナス。 

 

 B. 国民一律給付の財政への長期的影響 

◎【財政インパクト】 

• 例：全国民に 10 万円を給付すると約 12 兆円（×回数で規模が変動） 

• 単発であれば限定的だが、繰り返すと財政圧迫要因に 

◎【長期的影響】 

観点 影響 

      財政収支 
繰り返し給付すれば歳出が恒常化し、慢性的な赤字構造に。 

※ベーシックインカム的発想と近づくと年間数十兆円規模。 

    景気刺激

効果 

即効性が高く、消費喚起に一定の効果。ただし「貯蓄に回る割合」も

高くなりがち。 

       効果の持

続性 

一時的には生活支援になるが、恒常的な生活改善にはつながらな

い（単発給付では）。 



観点 影響 

⚖ 社会的公

平性 

高所得者も同額受け取るため「逆進的」との批判あり（所得制限付き

なら事務コスト上昇）。 

     結論：単発なら問題ないが、常態化すれば財政圧迫要因になる。 

 

 比較まとめ 

項目 消費税引き下げ（A） 国民一律給付（B） 

税収への影響 
恒久的な歳入減（長期悪

化） 
一時的歳出増（回数に依存） 

財政健全化との相性 悪い（構造的赤字リスク） 繰り返すと悪いが調整可能 

景気への即効性 弱め（じわじわ効く） 強いが持続性は低い 

長期的な経済成長との

関係 
投資効果は限定的 

可処分所得増で短期的には支

出増 

 

 政策的補足 

• 財務省や経済学者の間では、**「恒久的な税収源を削るより、一時的支出で

対応した方が良い」**という意見が一般的です。 

• ただし、給付政策を何度も繰り返すと、それ自体が「恒久的な制度」となり、ベ

ーシックインカム的な方向に向かうリスクもあります。 

 

   総合的な視点からの結論 

• 財政健全化を重視するなら：「一律給付（B）は単発で」「消費税（A）は維持また

は段階的増税」が基本線。 

• 景気刺激や選挙前の人気取りを優先するなら：「一律給付（B）」が短期的に有

効だが、繰り返しに注意。 



• AI などによる業務効率化・行政の DX 化と組み合わせて、制度運用のコスト

を抑える工夫も必要。 

 

必要であれば、IMF や日本政府の中長期財政試算に基づく具体的な数値シナリオ

や、他国との比較（例：ドイツやカナダ）も紹介できます。ご希望があればお知らせくだ

さい。 

 

 


